
支給要件 

 

転居費用補助の支給対象となるのは、次表の①～⑦のいずれにも該当する方です。 

①  

申請者と同一の世帯に属する者の死亡、又は申請者若しくは申請者と同一の世帯に

属する者の離職、休業等により、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入

の合計額（以下、「世帯収入額」という。）が著しく減少し、経済的に困窮し、住

居喪失者又は住居喪失のおそれのある者であること［①基本要件］  

②  
申請日の属する月において、世帯収入額が著しく減少した月から２年以内であるこ

と［②収入減少期間要件］  

③  
申請日の属する月において、その属する世帯の生計を主として維持していること

［③生計維持要件］  

④  

申請日の属する月における世帯収入額が、基準額及び申請者が賃借する住宅の一月

当たりの家賃の額（申請者が持家である住宅等に居住している場合又は住居を持た

ない場合は、その居住の維持又は確保に要する費用の額とし、当該費用の額が住宅

扶助基準に基づく額を超える場合は、当該額）を合算した額（収入基準額）以下で

あること［④収入要件］   

⑤  

申請日における、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の所有する金融資産の

合計額が基準額×６（ただし、100万円を超えないものとする。）以下であること

［⑤資産要件］  

⑥ 

生活困窮者家計改善支援事業又は生活困窮者自立相談支援事業における家計に関す

る相談支援において、その家計の改善のために次のイ）又はロ）に掲げるいずれか

の事由により転居が必要であり、かつ、その費用の捻出が困難であると認められる

こと。  

イ）転居に伴い申請者が賃借する住宅の一月当たりの家賃の額が減少し（当該申請

者が持家である住宅に居住している場合又は住居を持たない場合であって、その居

住の維持又は確保に要する費用の月額よりも転居後に賃借する住宅の一月当たりの

家賃が減少する場合を含む。）、家計全体の支出の削減が見込まれること。  

ロ）転居に伴い申請者が賃借する住宅の一月当たりの家賃の額が増加する（当該申

請者が持家である住宅に居住している場合又は住居を持たない場合であって、その

居住の維持又は確保に要する費用の月額よりも転居後に賃借する住宅の一月当たり

の家賃が増加する場合を含む。）が、転居に伴うその他の支出の削減により家計全

体の支出の削減が見込まれること。  

［⑥家計改善に関する要件］  

⑦ 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のいずれもが暴力団員でないこと   

 


